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研究成果の概要（和文）：本研究は，遺伝子多型と社会環境，およびその相互作用に焦点を当て，子ども期にお
ける実行機能の発達の個人差を生み出す機序を明らかした。研究1では，COMT（カテコール-O-メチルトランスフ
ェラーゼ ）遺伝子とDRD4（ドーパミンD4受容体）遺伝子多型，前頭前野，実行機能の関係と，その発達的変化
を検討した。その結果，COMT遺伝子多型が実行機能と前頭前野の発達の個人差に影響を及ぼすことが示された。
研究2では，遺伝子多型が社会環境と相互作用して，実行機能の発達の個人差に与える影響を検討した。その結
果，社会環境の効果は見られたが，遺伝子多型と社会環境の相互作用の効果は認められなかった。

研究成果の概要（英文）：This study examined an interaction between gene polymorphism and social 
environment in the development of executive function and prefrontal function. 
In Study 1, we assessed whether a common functional polymorphism in the catechol-O-methyltransferase
 (COMT) and  dopamine receptor D4 (DRD4) gene was associated with  executive function and the 
prefrontal activations in young children. Results revealed that COMT gene, but not DRD4 gene, was 
associated with executive function and the prefrontal activations. 
In Study 2,  we examined an interaction between COMT gene and social environment in the development 
of executive function and prefrontal activations.  Results revealed a main effect of social 
environment, but not an interaction between COMT gene and social environment. 

研究分野： 発達心理学

キーワード： 実行機能　遺伝と環境の相互作用　乳幼児　前頭前野

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
実行機能は，目標到達のために行動を制御する能力であり、子どもは，算数の問題を解いたり，教育者の指示に
従ったり，活動を切り替えたりするために，実行機能を必要とする。しかし，実行機能の発達には無視できない
個人差が存在し，子ども期の実行機能の低さは，後の学力や友人関係，社会的成功に負の影響を与えてしまう。
だが、その個人差を生み出す機序はこれまで明らかではなかった。本研究では、遺伝子多型と社会環境が実行機
能の発達とその脳内基盤の個人差を生み出すメカニズムを明らかにした。このような研究成果は、特に貧困など
の不利な社会環境で育つ子どもへの支援につながる可能性があり、社会的意義も大きい。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
実行機能は，目標到達のために行動を制御する能力であり，具体的には，行動を抑制する能

力（抑制機能）や認知的柔軟性などの下位要素を含む(Garon et al, 2008)。この能力は幼児期に
急激に発達し，児童期を通じて発達が続く(Zelazo & Muller, 2002)。子どもは，算数の問題を解
いたり，教育者の指示に従ったり，活動を切り替えたりするために，実行機能を必要とする(Blair 
& Razza, 2007)。しかし，実行機能の発達には無視できない個人差が存在し，子ども期の実行機
能の低さは，後の学力や友人関係，社会的成功に負の影響を与えてしまう(Moffitt et al., 2011)。 
では，子ども期における実行機能の発達の個人差はいかに生じるのか。これまでの研究は社

会環境の影響を示してきた。特に，家庭の社会経済的地位の影響が示され，社会経済的地位が
低い家庭で育った子どもは実行機能の発達に問題を抱えやすい (Noble, et al., 2007)。さらに，
申請者らは，社会的相互作用と実行機能の関係を検討し，養育者の子どもの自律性を尊重する
ような関わりや，子どもの仲間とのやりとりが，実行機能の発達を促進することを示した
(Moriguchi, 2014)。 

だが，これまでの研究は遺伝的要因にはほとんど注目できていない。そこで，本研究は，遺
伝的要因と社会環境およびその相互作用に着目する。成人の研究から，実行機能に関わる遺伝
子多型が報告されている。遺伝子多型とは，DNA 配列の個人差を指し，ある多型を持つ人は，
別の多型を持つ人よりも，脳神経基盤である前頭前野を強く活動させるため，実行機能課題の
成績が良い(Malhotra et al., 2002)。さらに，ある遺伝子多
型を持つ人は，別の多型を持つ人よりも，社会環境の影
響を受けやすく，遺伝子多型と社会環境が相互作用して
前頭前野や実行機能に影響を与えることも示されている
(Goldberg et al., 2013)。 
これらの知見を考慮して，本研究は，遺伝子多型と社

会環境，およびその相互作用に焦点を当て，子ども期に
おける実行機能の発達の個人差を生み出す機序を明らか
した（図１）。 

図１ 研究の概要 
２．研究の目的 

 
本研究では，幼児期の子どもを対象に，研究 1 では，遺伝子多型，前頭前野，実行機能の関

係と，その発達的変化を検討した。さらに，研究 2 では，遺伝子多型が社会環境と相互作用し
て，実行機能の発達の個人差に与える影響を検討した。 
【研究 1】 
先行研究から，実行機能に関わるものとして，前頭前野でやりとりをされるドーパミンに関

わる遺伝子多型が報告されている(Heinzel et al., 2012)。その中でも，COMT（カテコール-O-メ
チルトランスフェラーゼ ）遺伝子と DRD4（ドーパミン D4 受容体）遺伝子に焦点を当てる。 

COMT 遺伝子はドーパミン作用を不活性化する COMT という酵素をコードする。この遺伝
子において，Met-Met 多型（以下，Met 多型）を持つ成人は COMT の働きが遅く，ドーパミン
伝達がスムーズであり，外側前頭前野を持続的に活動させることができる。その結果として，
ワーキングメモリなどの成績は良いが，柔軟性にかけるため，認知的柔軟性の成績は悪い。抑
制機能については結果が一貫していない。本研究では，子どもの COMT 遺伝子多型と実行機能
課題の成績，課題時の外側前頭前野の活動（近赤外分光法(NIRS)で計測）の関係，およびその
発達的変化を検討した。 

DRD4 遺伝子は，ドーパミン受容体の 1 つである D4 受容体をコードする。この遺伝子の第 3
エクソンにおいて 48 塩基対の反復多型があり，2 回や 4 回繰り返し多型を持つ人は，7 回繰り
返し多型を持つ人よりも，抑制機能課題の成績が良い(Lackner et al., 2012)。これは，前者の D4
受容体の発現が多いためである。本研究では，子どもの DRD4 遺伝子多型と実行機能課題の成
績，課題時の外側前頭前野の活動の関係，およびその発達的変化を検討した。 
本研究では，研究 1-1 として認知的柔軟性課題を，研究 1-2 として抑制機能課題を用いた。 

【研究 2】 
COMT 遺伝子多型では，Met 多型が環境の影響を受けやすい。Met 多型の成人が子ども期に

ストレスのある社会環境で育つ場合には，そうでない場合よりも，実行機能課題の成績が悪い
(Goldberg et al., 2013)。この知見を受け，本研究では，子どもの COMT 遺伝子多型と社会環境
の相互作用が外側前頭前野の活動や実行機能に与える影響を検討した。 
社会環境要因として，社会経済的地位に焦点を当てる。社会経済的地位が低い家庭では，高

い家庭よりも，実行機能の発達が促進されにくい(Hackman et al., 2015)。そこで，遺伝子多型と
社会経済的地位に相互作用がみられるかを検討した。 
 DRD4 遺伝子に関しては，後述のように，7 回反復多型を持つ子どもの数が少なく，交互作
用を見ることが困難であったため，実施しなかった。 
 
 
３．研究の方法 



 
【研究 1】 
対象は研究 1－1 が 3－6 歳児 81 名，研究 1－2 が 3-6 歳児 52 名であった。対象は保育園を通

じてリクルートした。保育園園長および対象児の保護者から研究の同意を得た。 
DNA は，参加児および養育者の許諾を得た上で口腔細胞を取得し，専門の業者に解析を

委託した。COMT 遺伝子多型については，参加児が Met 多型を持つか Val 多型を持つかを
同定した。DRD4 遺伝子多型については，参加児が 2 回や 4 回繰り返しであるか，7 回繰
り返しであるかを同定した。 

課題は，研究 1－1 では，子ども向け認知的柔軟性課題である Dimensional Change Card 
Sort(DCCS, Zelazo, 2006)を用いた。DCCS 課題では，標的
に対して分類カードを分類した（図 2）。その際，実験者
の教示に従ってルール（色や形）を柔軟に切り替える必
要があった。この課題には，課題負荷に応じて 3 つのレ
ベルがあり，課題の成績と外側前頭前野の活動との関係
が示されている(Moriguchi et al., 2014) 。                    図 2  DCCS 課題 

脳活動は，Spectratech 社の近赤外分光装置 OEG-SpO2 を
用いて測定した。対象の領域は，両側の外側前頭前野であ
った（図 3）。課題時と，課題をしていないレスト時の脳活
動を比較した。近赤外分光装置には，脳活動の他に，皮膚
血流などを含めたノイズが乗りやすいため，Yamada et al. 
(2012)の手法を用いて，脳活動と系統的なノイズを分離し，
前者のみを分析に使用した。 
本研究では，COMT 遺伝子多型と，DCCS 課題の成績お

よび外側前頭前野の関係を検討した。また，その関係の発
達的   変化も検討した。                                      図 3  脳計測位置                                  
研究 1－2 では，抑制機能課題(白黒課題, Moriguchi, 2012)を用いた。白黒課題では，参加時に

白か黒のカードを提示し，白いカードには黒，黒いカードには白と反応するように教示された
（不一致条件）。この条件と，白いカードに対して白，黒いカードに対して黒という条件（一致
条件）を比較検討した。研究 1-2 では，脳活動を取得せず，行動課題のみ実施した。 
 
【研究 2】 
  研究 2 では，研究 1‐1 に加えて，子どもの社会環境要因を取得した。具体的には，家庭の
世帯年収と養育態度などについての情報を取得した。年収については，OECD 基準に基づき，
等価可処分所得が 130 万以下の家庭で育った子どもを貧困グループ，それ以上を非貧困グルー
プに分類した。養育態度は，Baumrind(1967)に基づき，支援的な子育てと管理的な子育てを質
問紙で調べた。 
 研究 2 では，まず，社会環境的な要因と実行機能および脳活動の関係を検討し，そのあとに
遺伝子多型と社会環境の相互作用について検討した。 
  
４．研究成果 
【研究 1】 
まず，研究 1－1 の DNA の分析についてだが，COMT 遺伝子多型は Met/Met 型が 6 人，Met/Val

型が 37 人，Val/Val 型が 38 人であった。この結果はハーディー・ワインベルグ平衡に準じる。
Met/Met 型と Met/Val 型を Met 群，Val/Val 型を Val 群とした。 

DRD4 遺伝子多型については，7 回反復の多型を持つ幼児は 3 名しか見つからなかった。こ
の結果は，東アジアには 7 回反復を持つ人はほとんどいないという成人の研究と一致する。分
析のために，本研究では 5 回反復以上の子どもとそうではない子どもで分類した。その結果，
前者は 10 名，後者は 71 名であった。 
研究 1－2 では，サンプル数が少ないため，DRD4 遺伝子多型は分析せず，COMT 遺伝子多型

のみ分析を実施した。 
研究 1－1 では，DCCS 課題の成績および課題中の外側前頭前野の活動について，COMT 遺伝

子多型(Met 型 vs. Val 型)と年齢（年少児 vs 年長児）の 2 要因の分散分析を実施した（図 4）。そ
の結果，課題の成績については，遺伝子多
型と年齢の交互作用が有意であった。下位
分析の結果，年少児においては遺伝子多型
の効果が見られなかったのに対して，年長
児においては Val 型の子どもは Met 型の子
どもよりも成績が良かった。脳活動につい
ては，遺伝子多型の主効果のみ認められ，
Val 多型の子どもは，Met 多型の子どもよ
りも前頭前野を強く活動させた。DRD4 遺
伝子の効果は見られなかった。                          図 4 研究 1－1 の結果 



研究 1－2 では，COMT 遺伝子多型は Met/Met
型が 2 人，Met/Val 型が 25 人，Val/Val 型が 24
人であった。この結果は，ハーディー・ワイン
ベルグ平衡に準じる。白黒課題の成績について，
COMT 遺伝子多型(Met 型 vs. Val 型)と条件（一
致 vs 不一致）の 2 要因の分散分析を実施した。
サンプルが少ないため，年齢要因は含めなかっ
た。その結果，交互作用が有意であった。下位
分析の結果，Met 多型の子どもは一致条件より
も不一致条件で成績が悪かったのに対して，Val
多型の子どもは条件間の違いが見られなかった。      図 5 研究 1-2 の結果 
以上の研究 1－1 および研究 1－2 の結果から，幼児期においても遺伝子多型の効果がみられ

ること，年齢と共にその効果が強くなること，前頭前野の活動にも遺伝子多型の効果がみられ
ること，認知的柔軟性課題および抑制機能課題の両方で遺伝子多型の効果がみられることが示
された。 
【研究 2】 
研究 2 では，まず，社会環境的要因と実

行機能および前頭前野の活動を調べた。貧
困グループと非貧困グループの間に，
DCCS 課題の成績および課題中の脳活動に
違いがあるかを検討した。その結果，DCCS
課題の成績には差が見られなかったが，脳
活動には差が見られた。貧困グループの脳
活動は，非貧困グループの脳活動よりも，
弱いことが明らかになった（図 6）。          図 6 研究 2 の結果 
また，養育態度については，支援的な子育ては，実行機能および脳活動との関連は認められ

なかった。一方，管理的な子育てと実行機能の成績には正の相関関係が認められた。脳活動と
の関連は認められなかった。 
この結果に基づき，遺伝子多型と家庭の経済状態の間の相互作用を調べた。具体的には，

DCCS 課題の成績および課題中の外側前頭前野の活動について，COMT 遺伝子多型(Met 型 vs. 
Val 型)と家庭の経済状態（貧困 vs 非貧困）の 2 要因の分散分析を実施した。その結果，遺伝
子多型と家庭の経済状態の間に有意な交互作用は認められなかった。 
【まとめ】 
以上の結果から，本研究では以下のことが明らかになった。 
① 5 歳頃から，COMT 遺伝子多型が実行機能課題の成績に影響を与える 
② COMT 遺伝子多型は，行動レベルよりも早く，3 歳頃から前頭前野の活動に影響を与え

る 
③ DRD4 遺伝子多型は，日本人幼児ではバラツキが小さく，効果をとりだせない 
④ 社会環境要因についても，行動レベルよりも脳活動レベルへの影響が大きい 
⑤ 今回の研究では，遺伝と環境の交互作用は認められなかった。もう少し年齢を挙げると

より効果がみられるかもしれない 
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